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〈論文〉

回復企業運動の共生化への道程
―闘争から共生への質的転換過程の考察―

杉 村 めぐる

はじめに
２０００年代におけるアルゼンチンの経済危機は、ネオリベラリズム的経済

政策の破たんであることはいまや議論の余地はない。このネオリベラリズ

ム的経済政策が IMF によって先導されたという意味ではアルゼンチン政

府は犠牲者であるといえるが、カルロス・メネムが IMF の構造調整プロ

グラムを積極的に受け入れたことを考えると、アルゼンチン政府もまた経

済危機をもたらした張本人といえるであろう。では経済危機の最たる犠牲

者はだれか。それは労働者、失業者、自営農民、零細企業経営者およびそ

の家族であるというべきである（粕谷 ２００８：２１７）。彼らは「みんなでて

いけ！」（”¡Que se vayan todos!”）をスローガンにして失業率、貧困率の

深刻な悪化をもたらした政治経済的権力者に反旗を翻し、様々な反政府的

な社会運動を構築することで対抗と自治の方策を模索したのであった。本

稿で論じる回復企業運動も、一面ではそうした反政府、反権力的な社会運

動の一形態とみることができる。

だが同時に回復企業運動は共生経済（Symbiotic Economy）の構築のた

めの実践という側面も有する。筆者の理解では、共生経済とはネオリベラ

リズムがもたらした様々な社会的病理、すなわち①政府の再分配機能の低

下による相対的貧困の拡大、②ルールのない投機的利潤の追求による経済
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危機、③持続不可能な資源の浪費と破壊、④人間の無機化・アトム化など

に対する批判から出発し、これらの病理を克服する新たな経済理念として

連帯・参加・協同を提起するものとみることができる１）。このように共生

経済は、ネオリベラリズムに対するオルタナティブとしての性格を強く

もっており、したがってそれはより具体的な実践に基づいて規定されるべ

き概念であるといえる２）。

そのようなラテンアメリカにおける共生経済の実践に関する研究は、こ

れまで流通部面、金融部面においてなされてきた。具体的にはメキシコチ

アパス州における先住民たちによるコーヒー生産者によるフェアトレード

の取り組みや（山本 ２００６）、アルゼンチンにおける「交換クラブ」を中心

とした地域通貨（補完通貨）の流通の取り組みである（廣田 ２００９）。

フェアトレードや地域通貨が流通部面、金融部面における共生経済の構

築であったとするならば、回復企業運動の実践は生産部面における共生経

済の構築であるということができる。回復企業運動は、２００１年の経済危機

によって発生した相次ぐ企業倒産、経営者の経営放棄による失業者の増加

に対して、労働者自らが企業を再建、運営することで雇用を確保していく

運動としてその発展をみた。経済危機によって主要都市部の世帯別貧困率

が４０％を超えるなかにあって３）、この運動は労働者による自律的な反貧

困・生存戦略として発展してきたのである４）。そればかりではない。ほと

んどの回復企業の運営は、労働者協同組合として水平的な組織構造と民主

的な意思決定を行うことを原則としており、民間営利企業にみられる垂直

的な組織構造と専制的な意思決定を排している（Vieta and Ruggeri：１８１

―１８２）。その意味で回復企業の組織運営は、連帯・参加・協同に基づく共

生の原理によって成り立っているといえる。

もっとも、回復企業運動の闘争的な側面と共生的な側面は、同じコント

ラストで両立していたわけではなく、時期によってその濃淡は異なってい

た。すなわち、運動の初期においては闘争的な性格が強く、運動が発展す

るにしたがって共生的な性格が強くなっていったのである。本稿の課題
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は、回復企業運動の性質が闘争的なものから共生的なものへと変わってい

く過程を、急進的な社会運動から穏健的な協同組合運動への質的転換とし

て把握し、この転換が２００３年以降の回復企業運動の漸次的発展をもたらし

たことを明らかにすることにある。これまでの研究では、もっぱらラディ

カルな社会運動という側面からこの運動の意義と課題が言及されてきた。

しかし、回復企業運動は、２００３年を画期として経済危機下の一過性的な社

会運動から脱皮し、ポスト経済危機後も継起的な協同組合運動となること

で現在もその存在意義を示している。

Ⅰ 分析視角
上述したように、これまでの研究では、もっぱら回復企業運動を社会運

動として評価し、その意義と課題が論じられてきた（Hirtz and Marta

２０１３；杉村 ２０１１；廣瀬純・コレクティボ・シトゥアシオネス ２００９；

Zbriger ２００７；The Lavaca Collective ２００７；Ranis ２００６；Petras

２００４）。経済危機の影響が残る２００３年までの回復企業運動については、ピ

ケテーロ運動などの同時期に生成した急進的な社会運動との結びつきが強

く、また自主管理型の社会主義を目指すことを主張するアソシエーション

が運動のイニシアチブを握っていたことから、反政府、反権力的な社会運

動とみなして論じることは妥当である。

問題は、２００３年以降の回復企業運動をも急進的な社会運動の枠組みから

論じることである。たとえば Hirtz and Marta（２０１３：９３―９６，９８―９９）

は、回復企業運動の意義を資本家的搾取への抵抗手段、あるいは労働者に

よる自治の創造という点に見出し、その視点から２００３年以降の運動の合法

化、制度化は政府による運動の管理化であり、闘争の過程で獲得した自治

の衰退をもたらすものと評価する。

また Petras（２００４：１―２，２５―２７）は、より積極的に回復企業運動は

その他の急進的な社会運動と共に二重権力をもたらした点で画期的であ

り、二重権力が解かれたキルチネル政権成立以後は、その意義は完全に失
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われたと評する。そして現存する回復企業の大半は、政府の介入によって

利潤追求型の協同組合に変質しており、いまや民間営利企業の下請企業と

して機能しているというのである。

たしかに、回復企業運動の制度化は、政府による管理や介入を強化した

側面があり、それによって闘争的実践（具体的には、法的根拠をもたない

職場占拠や自主管理の実践）は、大きく減少したといえる。その意味で

は、Petras（２００４）の言うように、回復企業運動の社会運動としての意義

は２００３年までで失われている。

しかし、社会運動としての意義を喪失したからといって、その後の回復

企業の自治性が失われたとはいえない。ポスト経済危機後の回復企業運動

は、合法的かつ社会的に有益な運動として政府の承認を受けることで、協

同組合運動として新たな自治のあり方を模索している。すなわち、回復企

業運動は、労働者による事業再建スキームの制度化と再建後の事業運営に

対する政府支援、そして既存の労働者協同組合組織との連携の強化を通じ

て、民主的な経営と持続可能な経営の両立を目指しているのである。

以上のように、２００３年を画期として回復企業運動は協同組合運動へと転

換したにもかかわらず、運動の成否を社会運動の視点から評価すること

は、近視眼的であり大きな問題をはらんでいる。本稿では、回復企業運動

の協同組合運動としての発展に着目し、社会運動とは異なる独自の意義と

課題について考察する。

Ⅱ 回復企業運動の成り立ち
まず回復企業を広義に定義すると、企業倒産あるいは経営者の経営放棄

に際して、労働者が主体となって再建し、その後も彼らによって民主的に

運営される企業のことを指す。他方、企業再建の過程では事業譲渡をめ

ぐって旧経営者や裁判所との間で争いが生じることも多く、職場占拠や街

宣活動、デモ行進などの直接行動を伴うことがある。したがって、狭義に

は再建に至るまでの一連の闘争のプロセスを包含して回復企業を定義する
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こともある（Zbriger ２００７：３６）。もっとも、回復企業のなかには闘争の

プロセスを経ずに再建を果たした企業もあることには留意する必要があ

る。

ところで、回復企業運動の実践は、２００１年の経済危機を契機にして登場

した多様な社会運動と密接に関係していた。それは失業者が中心となって

社会保障の改善を求め道路の封鎖、占拠等の直接行動を行う道路封鎖運動

（ピケテーロ運動）、地域住民による自治的な公共空間の創出を目指す地域

自治運動（アサンブレア運動）、デフォルトに伴う預金封鎖に反対して鍋

やポットなどを打ち鳴らしながら行われたデモ行進運動（カセロラーソ運

動）などである。回復企業運動は既存の労働運動の文脈からではなく、こ

れらの社会運動との関わりのなかから生成、発展してきたといえる（杉

村 ２０１１：５９）。

ここでいう社会運動とは、①インフォーマルに結びついた権力をもたな

い個人あるいは組織の集合体が、②権力者に対する直接、間接の抵抗を伴

いながら、③文化、社会、政治経済といった公共的な事柄に関する変革を

実現するための諸活動のことである（重富 ２００５：１８；Della Porta and Di-

ani １９９９：１４―１７）。もっとも、運動の手段（抵抗）を定義のうちに含める

べきかには議論があるが（Crossley ２００２）、非権力者による自律的な公共

空間の創出のための諸活動には何らかの抵抗が含意されているとみること

にそれほど無理はないと思われる。

以上を踏まえた上で改めてアルゼンチンの経済危機を契機にした社会運

動を眺めてみると、危機後に出現した社会運動組織の間で相互支援関係が

築かれており、さらに主体自身が組織横断的に活動しているという特徴が

見出せる。特に回復企業運動、ピケテーロ運動、アサンブレア運動との間

には強固な協力関係が築かれていた。たとえば回復企業やアサンブレアの

メンバーが道路封鎖活動に参加したり、あるいは回復企業のメンバーが警

察当局によって占拠した職場から強制排除されそうになった際、ピケテー

ロやアサンブレアのメンバーが抗議に駆けつけるなど、回復企業運動とピ
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ケテーロ運動、アサンブレア運動とのあいだで相互動員関係がみられた

（Zbriger ２００７：３８―３９）。さらに回復企業運動のメンバーのなかには、ピ

ケテーロ運動やアサンブレア運動のメンバーとして活動している者もい

た。

以上のように回復企業運動は、その出自に着目すれば経済危機を契機に

出現した一連の急進的な社会運動の一つとして位置づけられる。あるい

は、この時期に現れた一連の社会運動が危機をもたらした権力者に抗する

インフォーマルかつオーガニックな運動体であることを考慮すると、回復

企業運動も含めた個別の社会運動を一構成体とする社会運動総体として捉

えることもできるかもしれない。いずれにしても、回復企業運動はその運

動の内容や実態からみれば労働運動としての性格を有するが、その出自か

らみれば社会運動としての性格が見出せる。少なくとも、経済危機の影響

が色濃く残っていた２００２年まではそういって差し支えないであろう。

Ⅲ 回復企業運動の広がり
だが他方で、これらの社会運動の間には重要な相違点が存在する。ピケ

テーロ運動とカセロラーソ運動は、本質的には危機的な状況下における抵

抗運動ないしは要求運動であり、それゆえ一過性的な性格をもっていた。

したがって、妥協的にではあれ要求の一部が実現されたことで、その組織

力、求心力が弱まるのはある意味で必然であった。またピケテーロ運動に

おいては急進的なピケテーログループへの取り締まりが強化されたことで

急速に沈静化していった経緯をもつ（宇佐見 ２００８：４０―４１）。これに対し

て、回復企業運動とアサンブレア運動は、政治経済的権力に対する抵抗運

動としての性質も有していたが、それ以上に政治経済的自治を構築を企図

するオルタナティブ運動としての性格が強かった。それゆえ危機が去った

からといってすぐに運動の存在意義がなくなることはなかった。むしろ、

回復企業運動にあっては危機後も再建された回復企業の数は増加した。

Programa Facultad Abierta（２０１４：１１）の調査によると、回復企業の
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数は２００１年以前から２００４年までの間に３６社から１６３社と４倍以上の増加を

みたが、その後も２０１０年に２４７社、２０１３年には３１１社と漸次増加した。また

Ruggeri et al．（２０１０：１２）の調査によると、２０１０年時点で確認された回

復企業２０５社のうち、５５社が２００４年以降に再建された。回復企業がもっと

も多く設立された時期は経済危機の影響が強く残る２００１年から２００４年まで

の間であることは間違いないが、景気回復が確かなものとなった２００４年以

降も増加していることは、いまだこの運動が衰えていない一つの指標とし

て注目に値する５）。

それにしても、なぜ経済危機が去って以降も回復企業は増え続けている

のであろうか。その大きな理由の一つとして回復企業の設立や運営の支

援、さらに回復企業間のネットワーク網の構築を行うアソシエーションの

活動が挙げられる。主なアソシエーションとしては、① FECOOTRA

（Federación de Cooperativas de Trabajo de la República Argentina；１９８８

年設立）、② MNER（Movimiento Nacional de Empresas Recuperadas；

２００１年設立）、③ MNFRT（Movimiento Nacional de Fábricas Recu-

peradas por sus Trabajadores；２００３年設立）、④ ANTA（Asociación Na-

cional de Trabajadores Autogestionados；２００５年設立）⑤ Federación

Red Gráfica Cooperativa（２００６年設立）、⑥ FACTA（Federación Argen-

tina de Cooperativas de Trabajadores Autogestionados；２００６年設立）、加

えて金属労働組合（Unión Obrera Metalúrgica）の回復企業部門である⑦

FERyCOOTRA（Federación de Empresas Recuperadas y Cooperativas

de Trabajo）などがある（Tauss ２０１２；Ruggeri et al．２０１０；Palomino et

al．２０１０）。

これらのアソシエーションに関して注目すべきは、その設立時期が①経

済危機以前、②経済危機直後、③経済危機から数年経過後、という３つの

時期に分けられる点である。設立時期が①にあたる FECOOTRA は、労

働者協同組合の連合組織であり、経済危機以前から労働者による企業再建

を支援してきた。もっとも、この組織はどちらかというと企業再建を経験
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しない伝統的な協同組合が組織の主たるメンバーであることから、経済危

機後の回復企業の設立には消極的であった（Palomino et al．２０１０）。これ

に対して主に経済危機後の回復企業の設立と支援に尽力したのは、設立時

期が②にあたる MNER と MNFRT であった。この二つのアソシエーショ

ンが２００１年経済危機以後に拡大した回復企業運動の中心的な組織であっ

た。

他方、今日現存する回復企業のアソシエーションのうち３組織

（ANTA、Federación Red Gráfica Cooperativa、FACTA）は経済危機か

ら４年以上経った後に設立された。こうしたアソシエーションの増加がも

たらした一つの変化は、大ブエノスアイレス都市圏以外の地域での回復企

業の増加である。２００２年時点では大ブエノスアイレス圏にある回復企業の

割合は８０％を超えていたのに対して、２０１３年現在では大ブエノスアイレス

圏とその他の地域はちょうど同じ割合となっている（Programa Facultad

Abierta ２０１４：９）。さらに Federación Red Gráfica Cooperativa はグラ

フィック産業の労働者協同組合のアソシエーションであり、この産業に特

化して企業再建の支援を行った。このように新たなアソシエーションの設

立によって特定の地域や産業に特化した企業再建が実践され、それにより

運動の量的拡大がもたらされたといえる。

以上のようなアソシエーションの増加は、必ずしも回復企業運動の活動

が分散したということを意味しない。たしかに、MNER は運動方針の違

いから２００３年に MNFRT、２００６年に FACTA と分裂した経験をもってお

り、その意味では運動の分散化の一面をもつ。だが他方で、２００９年に

FACTA、FECOOTRA、FERyCOOTRA、ANATA、Federación Red

Gráfica Cooperativa は回復企業を支援する労働者協同組合の連合組織と

して、その他の労働者協同組合組織とともに CNCT（Confederación Na-

cional de Cooperativas de Trabajo）を設立した。後述するように、この

組織はアソシエーションの連合組織として様々な活動を展開しており、現

在アルゼンチンの全土にある労働者協同組合を支援する３１のアソシエー
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ションがこの組織に加盟している。

Ⅳ 経済危機直後の回復企業運動の課題
上で確認した回復企業運動の量的拡大の背景には、経済危機直後におけ

る回復企業の合法化をめぐる不断の闘争があった点は看過すべきではな

い。生成期の段階にあった２００１年から２００３年ごろまでの回復企業運動は経

営者、司法、行政との間の闘争に勝利すること、すなわち労働者による企

業再建を直接行動によって実現することがこの運動にとってもっとも重要

な課題であったのである。特に法的な根拠をもたずに職場占拠および自主

管理を継続していた同時期においては、警察当局による強制排除をいかに

阻止するかがこの運動の成否の鍵となっていた。強制排除に対する主な抵

抗手段としては、座り込み、バリケード封鎖、デモ行進などの直接行動を

とることが常であり、したがって大規模な動員をかけることが必要であっ

た。そして、その動員に加わったのは、前述したピケテーロ運動のメン

バーやアサンブレア運動のメンバー、それに地域住民であった。直接の利

害関係者ではない地域住民が自主的に支援に駆けつけたことは、地域住民

にとっても未曽有の経済危機のなかで労働者だけで事業を継続することで

失業と貧困を回避する取り組みが魅力的で支持すべきものであったことを

示すものとして注目に値する。

もちろん、警察当局との間の闘争には逮捕や負傷、さらには死亡のリス

クすらも伴った。にもかかわらず、多くの人々がこの運動に参加していっ

たのは、その日住む場所や食べる物にも事欠くような貧困に陥るよりも、

闘うことのほうが「まったくマシ」であったからに他ならない（Mar-

cuse ２００５：１８）。このような覚悟をもった大衆による直接行動は警察当局

においても簡単に排除できるものではなかった。

その代表的な事例は、もっとも有名な回復企業の一つである Brukman

（現 Brukman Cooperativa １８ de Diciembre）で起きたおよそ２年間にお

よぶ工場占拠と自主管理の実践であろう。Brukman は２００１年１２月、突如
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経営者が賃金不払いのまま経営を放棄したのを機に、約５０名の従業員（主

に女性）が工場を占拠し自主管理を開始した。その後、旧経営者は工場を

取り戻すために私的所有権の侵害を訴え、それに応えて警察当局が強制排

除に乗り出した。警察による暴力的介入は２００２年から２００３年の間に計３度

行われた。特に２００３年４月１９日から２１日の３日間に行われた強制排除では

３００人以上の警官隊と、Brukman 労働者およびその支援者、合計３０００人の

デモ隊とが激しくぶつかり、多くの負傷者と逮捕者を出した。そしてこの

ときの警察介入によって Brukman 労働者は工場からの撤退を余儀なくさ

れた。しかし、彼女らは撤退後も工場前での抗議行動を続け、ついに２００３

年１２月ブエノスアイレス市政が同社の接収と、その運営を労働者に行わせ

ることを決定したことで正式に労働者による企業再建が果たされたので

あった（Ranis ２００６：１４―１５）。

以上のような警察当局との衝突は Brukman だけにとどまらず、２００１年

以降、倒産あるいは閉鎖した企業を職場占拠した労働者の多くが経験し

た。回復企業運動の発展はこのような大衆による直接行動によって切り開

かれたのである。

ところで、一般的に資本主義的経済システムを採用する国であれば私的

所有権が保障されており、民間営利企業であれば企業の所有権は創業者や

株主にある。アルゼンチンにおいても他の資本主義国家と同様に憲法（第

１７条）で私的所有権の保障が規定されており、他者によるその侵害は許さ

れない。したがって、所有権をもたない者が企業を運営するためには、ま

ず事業譲渡や企業買収などによって所有権を得ることが必須となる。しか

し、多くの回復企業は譲渡や買収の手続きを行っておらず、所有権をもた

ないまま企業を占有し、生産を継続していた。しかし上述したように、不

法占拠は常に当局からの強制排除のリスクがあることから合法的な再建の

方途を見出すことが不可欠であった。

回復企業に法的根拠を与えたのは接収法（La Ley de Expropiación）で

あった。この法律は、社会的に有用な企業の倒産を回避するために、国や
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自治体が企業の債務を立て替えて一時公有化し、その後再建することを目

的に１９４８年に制定された（Magnani ２００９：１１２）。この法律が制定された

当初、社会的に有用な企業として念頭におかれていたのは電気、ガス、水

道などのインフラストラクチャーアを手掛ける公益企業であった。ところ

が、回復企業運動のアソシエーションである MNER や MNFRT は、接収

の対象条件となっている社会的に有用な企業という定義をアルゼンチン憲

法第１４条で規定されている国民の労働権に沿って、労働者を雇用する企業

は彼らの働く権利を保障するという社会的責任を担っていることから、い

かなる業種、業態の企業でも労働者を雇用する限り社会的に有用であると

再解釈し、倒産企業の接収と、労働者による運営を法的に保証することを

要求し、実現したのであった（Magnani ２００９：１０８―１１２）。

回復企業の接収は、まず当該労働者とアソシエーターが細密な再建計画

が書かれた申請書を裁判所に提出することから始まる。この再建計画を裁

判所や管財人と何度も議論しながら詰めていき、最終的に接収の適用の可

否が裁判所によって判断される。接収法の適用を受けられた場合、政府が

企業の資産を一時的に接収する６）。政府は企業が通常の営業を行えるまで

接収を継続し、その後通常の営業が可能と判断されれば競売にかけられ、

売却先が決まれば接収は終了する。接収下での運営は再建計画を立てた労

働者に委ねられることになる。そしてこの競売で当該労働者が競り落とす

ことができれば、晴れて労働者にその所有権が移る。接収される期間はお

よそ１０年から２０年の間であり、その間に再建の目途を立てなければならな

い７）。アルゼンチンではこの接収法による企業再建が主流となっており、

Ruggeri et al．（２０１０：２４）の調査によると、アンケートに回答した回復

企業の６３％（N＝８５）が接収法に基づいて再建を果たした。

ただし、接収法が適用された企業のなかには、所有権をもつ旧経営者も

しくは管財人に土地建物およびその他生産手段の使用料を毎月支払わなく

てはならないケースも存在し、もし使用料の支払いが滞れば接収は中断さ

れ、立ち退き命令を受けることになる。もっとも、接収後の裁判官や管財
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人の回復企業に対する対応には大きな違いがあり、回復企業のなかには使

用料に関する規定は形式的なものにとどまり、実際は使用料をほとんど支

払わずに接収が続けられたケースも存在した（Magnani ２００９：１１２）。

このように接収法に基づく企業再建には残された課題もあるが、それ以

上に回復企業運動に法的根拠が与えられたことの意味は非常に大きい。所

有権をもたない労働者が再建するためには所有権の問題を克服しなければ

ならないが、接収法に基づいて政府がスポンサーとなることでこの問題を

クリアしたのである。

ここで改めて強調すべきは、接収法の回復企業への適用は運動の力に

よって実現したということである。すでにみたように、所有権をもたない

労働者による職場占拠は、違法と判断される蓋然性の高い抵抗活動である

が、彼らの事業再開の試みは経済危機下において多くの支持者、支援者を

獲得したのであり、行政や司法ももはや看過できないものとなっていたの

であった。

以上のように、接収法の活用が可能となったことにより労働者の企業再

建が容易になったことで、回復企業運動は格段に広まったのである。

Ⅴ ポスト経済危機以降の回復企業運動の質的転換
２００４年以後、アルゼンチン経済が急速に回復したことで失業率、貧困率

が劇的に低下していくなかで、徐々に政治経済的秩序が取り戻されていっ

た。この秩序の回復は「ふつうの資本主義」への回帰を意味するものであ

り、急進的な社会運動の衰退の主要な原因となるものであった（Petras

２００４：１８）。そしてそのもっとも重要な画期となったのは、２００３年５月に

おけるネストル・キルチネル政権の誕生であろう。ペロン党左派に位置す

るキルチネルは、大統領就任後、穏健的な社会運動組織に対しては一定の

理解を示し、社会保障の拡充、回復企業やピケテーロ組織への補助金の供

与など個々の社会運動組織の要求に応えていった。だがその一方で、急進

的な運動方針をもつ社会運動組織には一貫して容認しない姿勢を示した
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（Dinerstein ２００８：３７―３８；宇佐見 ２００８：４０―４１）。このキルチネル政権の

ダブルスタンダードによって、２００１年の危機を出自とする社会運動組織の

間で反政府的な急進派と親政府的な穏健派への決定的な分化が生じたので

あった。

キルチネル政権は、明確な意図があったか否かにかかわらず、社会的に

包摂すべき組織と、排除すべき組織とを選別することで運動を再編成して

いったのである。こうしてキルチネル政権は社会運動の文脈を社会政策の

文脈に置き換えることで、運動がもつラディカリズムをそぎ落とすことに

成功したのである８）。

このようなキルチネル政権以後の急進派と穏健派の分化の傾向は回復企

業運動にもみられ、最終的には穏健派が現在の回復企業運動の中心的担い

手となった。だが回復企業運動の分化は、ピケテーロ運動とは異なり政府

による介入や抑圧といった外的圧力からではなく、運動主体の選択によっ

てもたらされたように思われる。以下では、ポスト経済危機の時期にあた

る２００４年以降の回復企業運動の質的転換をもたらした要因について探る。

キルチネルは就任当初から、すでに隆盛をみていた回復企業運動を容認

する姿勢を打ち出し、２００４年には回復企業を含む労働者管理企業を対象と

した支援制度である「自主管理プログラム」（Programa de Trabajo Auto-

gestionado ; PTA）を創設した。管轄行政機関である労働・雇用・社会保

障省によると、PTA は「労働者が管理する企業からの多様な要求に応え

るための制度」である（Dinerstein ２００８：１１―１２）。具体的な支援内容

は、①所属する労働者１人につき５００ペソ（１企業につき最大５万ペソ）

の補助金の供与、②短期・中期的な経営計画の助言・サポート、③低所得

の労働者に対する所得税の減額・免除、④住居をもたない労働者に対する

住居費の援助（１人につき最大６ヶ月間１５ペソ）である（Dinerstein

２００８：２８）。特に補助金は回復企業の８５％が受けとっており、資金繰りに

難がある場合の多い回復企業において補助金が果たした役割は非常に大き

かった（Tauss ２０１２：１８１）。
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とはいえ、キルチネル政権は必ずしも回復企業運動を好意的に受け止め

てはいなかった。特に私的所有権の否定を意味する永続的接収には慎重な

姿勢を崩さず、あくまで一時的接収による企業再建を容認するにとどまっ

た。すでに述べたように、一時的接収においては企業資産の所有権は旧経

営者ないしは管財人が有しており、また接収後においては競売によって所

有権が新たな所有者に移行するのに対して、永続的接収は事実上の国有化

であり、私的所有権の否定を意味する。キルチネル政権はあくまでも資本

主義的市場経済の枠内のなかで回復企業運動を肯定したのであり、私的所

有権を固持した上で接収による労働者の企業再建を認めたのであった。

ところで、２００３年当時の回復企業運動の代表的なアソシエーションで

あった MNER と MNFRT のうち、急進派組織である前者は政府の見解を

拒否する立場に立ち、穏健派組織である後者は容認する立場に立ってい

た。MNER は、国家の永続的接収に基づいて事実上国有化することで旧

経営者や債権者の私的所有権をはく奪し、それによって自律的な労働者自

主管理を推し進めることで資本主義的経済システムの変革を目指したのに

対して、MNFRT は、資本主義的経済システムの枠内のなかで倒産企業

を労働者協同組合として合法的に再建、運営を行うことで民主性と平等性

を保持しつつ、労働者の雇用の安定と労働の尊厳を守ることを運動方針に

据えた（Ranis ２００６：１８―１９）。言い換えれば、MNER の運動の方向性

は、回復企業の国有化をテコとした自主管理型社会主義の実現であり、後

者のそれは、回復企業の協同組合化をテコとした資本主義枠内での共生経

済の実現であったといえる。以上から、MNER は反政府的なアソシエー

ション、MNFRT は親政府的なアソシエーションとして位置付けられ

る。

２００３年以前までは MNER のほうが MNFRT に比べて影響力が強かっ

た。というのも、回復企業運動を最初に組織化したアソシエーションであ

り、当時まだ強い組織力と求心力を有していたピケテーロ運動グループと

共闘関係にあったからである。しかし、２００４年以降は、急進的な運動方針
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をもつ MNER は、加盟メンバーを大きく減らし、その活動は非常に弱々

しいものとなっていった。MNER に加盟する回復企業は同組織の運動方

針と企業運営に対する能力に疑問を抱いて次々と脱退し、新たなアソシ

エーションを創設したのである。こうして MNER は、２０００年代中ごろよ

り次第にその活動は先細り、２０１４年現在ではほとんどその影響力を失って

いる。他方、より穏健的な MNFRT は、加盟メンバーの入れ替わりはあ

るものの、大きく減らすことなく、２０１４年現在においても主要なアソシ

エーションとして存続している。

ではなぜ MNER は衰退し、MNFRT は存続することができたのか。そ

れは、社会民主主義的なキルチネル政権の成立、急速な景気回復とそれに

伴う失業率および貧困率の著しい低下というポスト経済危機後の政治経済

的なドラスティックな変化のなかで運動主体である当該労働者が、自主管

理型社会主義の実現というより壮大で困難な道ではなく、雇用の安定、民

主的な経営、尊厳ある労働、労働者の連帯というより身近で実現可能な道

を選んだからであり、またその条件が整ったからであるといえる。具体的

にその条件とは、①接収法の利用や破産法の改正により合法的に労働者に

よる企業再建が行えるようになったこと、②回復企業の運営にあたって

PTA などの政府による支援を得られるようになったこと、③そしてなに

よりアルゼンチン経済が急速に回復してきたことにより国有化せずとも一

時的接収とその後の協同組合化によって事業運営の継続できるようになっ

たことである。こうして、２００４年以降における回復企業運動のイニシアチ

ブは政治的ラディカリズムの色濃い MNER から、運動の合法性と政府と

の協調関係を重視した MNFRT に移ったのであった。

もっとも、MNFRT は個々の回復企業の運営に深く介入する傾向を

もっており、加盟メンバーの回復企業の民主性、独立性が保たれていない

ケースが多々あった（Magnani ２００９：６２―６３）９）。また MNFRT は同組織

に加盟する回復企業間の相互支援は積極的に推進するものの、その他のア

ソシエーションに属する回復企業との連携には消極的であった（Palo-
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mino et al．２０１０：２７４）。このような問題点から MNFRT に少なからず不

満がもたれはじめ、２００５年ごろより新たなアソシエーションが次々と創設

されることになった（Palomino et al．２０１０：２７２）。そして注目すべきは、

ポスト経済危機後に設立されたアソシエーションは、運動の拡大と同時に

民主的で安定的な経営を図るために既存の労働者協同組合のアソシエー

ションとの連携を強化していったことである。その連携は、上で紹介した

CNCT の設立として具体化された。この連盟組織の主な役割としては、

①協同組合セクター内での生産と流通のネットワークの構築、②回復企業

運動および協同組合運動にまつわるあらゆる情報の発信と共有、③回復企

業および協同組合が必要とする法律の立法化および改正に向けたロビー活

動、④行政が提供する支援プログラムの自律的管理・運用などがあっ

た１０）。

このように２００５年以降、回復企業運動は協同組合運動路線を一層明確に

していき、社会運動路線から一線を画するようになっていった。それは、

アルゼンチン経済が相対的安定期に入ったことで企業倒産や失業者の数が

減少し、新たな回復企業の数が減少していくなかで、回復企業運動の課題

が規模の拡大や合法化といった運動の拡大から、民主的な経営や企業の存

続といった回復企業としての運営のあり方に移っていったことを意味す

る。市場経済のなかで連帯・参加・協同という共生の原理を保持しつつ存

続していくための事業スキームの確立が回復企業運動の次なる課題として

浮かび上がってきたのである。そしてその一つの回答が、経営の民主性と

持続可能性の両立のノウハウをもつ伝統的な労働者協同組合組織との連携

の強化であったといえる。

以上のように、回復企業運動の性質は、２００３年以降の政治経済的状況の

ドラスティックな変化のなかで急進的な社会運動から穏健的な協同組合運

動へと転換した。他の社会運動組織が衰退していくなかで、回復企業運動

が２０１４年現在もなお漸次的発展を続けているのは、まさにこの質的転換が

果たされたことに由来するといえる。
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Ⅵ 回復企業運動をめぐる評価
以上みてきたように、ネオリベラリズムと経済危機の影響が色濃く残る

２００１年から２００３年までの回復企業運動の展開は、「闘争の過程」と呼びう

る。これに対して、脱ネオリベラリズム、脱経済危機が顕著となった２００４

年以降の運動の展開は、「共生の過程」と呼びうる。この闘争から共生へ

の転換は、パラダイムシフトと呼ぶに値する運動の質的転換であろう。で

は我々はこのパラダイムシフトをどのように評価すべきであろうか。

ラディカリズムの立場からは消極的な評価が下される。経済危機後の社

会運動は、既存の権力に対する抵抗であると同時に大衆自治の構築の実践

であり、様々な社会的矛盾を顕現させたネオリベラリズム的経済秩序を変

革するエネルギーに満ちていた（廣瀬・コレクティボ・シトゥアシオネス

２００９；Petras ２００４）。回復企業の多くが経験した当局との激しい闘争もラ

ディカルな社会運動の一面として評価された（The Lavaca Collective

２００７）。その意味でラディカリズムの回復企業運動の評価の基準は、どこ

まで反政府、反権力的な自主管理あるいは大衆自治を実現することができ

たかにあったといえる。したがって、彼らにとって２００４年以降、回復企業

運動が資本主義体制下において協同組合運動として再編成されたことは、

大衆自治の構築の挫折、あるいは「ふつうの資本主義」への回帰という消

極的な評価とならざるを得ないのである。それは例えば次のような言説か

らもみてとれる。「いったん労働者たち自身による企業の自主管理体制が

ある程度確立され、法的にも、生産的にも経済的にも安定性を取り戻し始

めると、多くの（回復＝引用者）企業において、市場原理と競争原理の再

導入が計られるようになっていきました。近隣地区のアサンブレアなどと

の社会的連帯を通じた『実験』的な側面は失われ、『ふつうの資本主義』

へと回帰していったのです」（廣瀬・コレクティボ・シトゥアシオネス

２００９：２２１）。

たしかに、資本主義社会のなかで活動する以上、回復企業においても

「市場原理と競争原理」を受け入れなければならず、したがって企業運営
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もそれに規制されざるを得ない。その意味では「ふつうの資本主義」への

回帰といえるかもしれない。回復企業といえども利潤の獲得なくしては従

業員の雇用と生活に必要な所得を維持することができないのである。そし

て利潤の獲得のために要請される労働と経営の効率化、合理化は、回復企

業を低賃金労働、労働の単純化、ヒエラルキー的組織原理、専制的意思決

定の再導入へと誘う。逆に協同組合としての理念を重視して効率化、合理

化を拒否したとしても、それにより市場競争力を失えば、早晩淘汰される

ことになるであろう。要するに、資本主義的市場経済下において一度経営

破たんした企業という大きなハンディキャップを有している回復企業が、

民主主義と平等を組織理念とする労働者協同組合として事業を維持、存続

させることはきわめて困難なことなのである。以上から、連帯・参加・協

同という共生経済の原理は、市場経済の原理によって阻害され、淘汰され

るというラディカリズムの言説は、一定の説得力をもっているといえる。

だが他方で、ポスト経済危機後、行政からの支援や法制度の整備・拡充

が果たされたことで、回復企業運動の活動の余地が拡大し、本格的に共生

的な協同組合運動の展開が可能となったとみることもできる。また２００４年

以後に設立された回復企業のアソシエーションが労働者協同組合のアソシ

エーションに接近することで、共生的な経済ネットワークの構築を図ろう

としている点は、与えられた制度的枠組みのみに依存するのではなく、運

動主体が能動的に協同組合運動としての発展を模索している点で、非常に

示唆的である。このように、客観的な状況に規定されつつも、運動主体が

能動的に新たな発展の方向性を見出すことで、回復企業運動は今日に至る

まで多くの課題を抱えながらもその数を拡大し続けているのである。

ラディカリズムの主張を待つまでもなく、現代の回復企業運動の担い手

は、民主性や平等性を保持しつつ市場経済社会のなかで存続することの困

難を身をもって理解している（Atzeni and Ghigliani ２００７：６６１）。彼ら・

彼女らは、困難だからこそ様々な主体と様々な方法で連帯、協同すること

で民主的な経営と持続可能な経営の両立を果たそうとしているのである。
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おわりに
以上、回復企業運動の闘争から共生への道程を急進的な社会運動から穏

健的な協同組合運動への転換という文脈で考察した。２００１年の経済危機を

契機として隆盛した社会運動は、貧困、失業に抗した草の根的な生存戦略

であり、またそれまでの政治経済的権力を排した労働者、市民による自治

の創造を企図するものであった。回復企業運動もその例にもれず発生当初

は生存と自治を希求する運動であった。

だが社会運動の盛り上がりは、２００３年のキルチネル政権の誕生を画期と

して急速に収束していった。回復企業運動もこのころより社会運動として

の急進性を失っていった。しかし、２００３年以後その他の社会運動組織が衰

退したのに対して、回復企業運動は協同組合運動への質的転換を果たすこ

とで漸次的発展を続けている。この転換は運動主体が社会変革というより

壮大な理念の追求ではなく、資本主義体制の下での雇用の安定、民主的な

経営、尊厳ある労働、労働者の連帯というより身近で実現可能な道を選ん

だことにより果たされたといえる。そして２００３年以降の協同組合運動とし

ての回復企業運動は、アンチネオリベラリズム的な政府との協調や伝統的

な協同組合組織との連携を強化することにより、市場経済下での経営の民

主性と持続可能性の両立を模索している。レトリカルに言えば、回復企業

運動の生存戦略と民主化戦略は、経済危機下にあった２００１年から２００２年に

おいては闘争の過程とパラレルな関係であったのに対して、経済危機後の

２００３年以降においては共生の過程とパラレルな関係となっているのであ

る。

最後に今後の課題について一言する。本稿では、回復企業運動の質的転

換の過程の考察から、２００３年以降の協同組合運動としての発展を論じた。

今後は、代表的な回復企業の事業運営の実態や、政府やその他の協同組合

組織との関係について具体的に考察することで、協同組合運動としての意

義と課題について探っていきたい。
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＊本稿は、日本ラテンアメリカ学会第３５回定期大会シンポジウム（２０１４年６月
８日、於関西外国語大学）の報告論文を加筆、修正したものである。当日の
有意義な議論から大きな示唆をいただいた。また２名の査読者より非常に有
益なコメントをいただいた。ともにこの場を借りて御礼を申し上げる。

註
１） 共生経済という概念を最初に提起したのは、内橋（２００９）である。その

後、佐野（２０１３）が共生経済社会の構想を敷衍し、精緻化した。ところで国
際的には連帯経済（Solidarity Economy）が同類の概念として、先行してい
るが、本稿では共生経済を採用した。その理由は、連帯経済には反政府、反
権力的な意味合いが包含されており、急進的な社会運動や非合法な労働者管
理を内包する概念であると思われるのに対して、共生経済は、資本主義体制
下での私セクター、公セクターと共存する第三の経済セクターという意味合
いをもち、反権力的な含意はないと思われるからである。本論で示すよう
に、回復企業運動の共生的側面は、急進的な社会運動から穏健的な協同組合
運動へと転換したことで前面にでた。このことを踏まえると、ラディカリズ
ムを内包しない共生経済のほうが、運動の質的転換の過程を適切に表現でき
ると考えられる。

２） ここでいう具体的な実践には、佐野（２０１３：１４５―１４９）や内橋（２００９：１２７
―１２９）が主張した「FEC 自給圏」構想のような共生のためのマクロの経済政
策も包含されうる。

３） アルゼンチン国立統計局の発表によると、２００３年上半期における主要２８都
市平均の世帯別貧困率は４２．７％であった。
http : //www.indec.mecon.ar/（２０１５年３月３日閲覧）。

４） ラテンアメリカにおける共生経済（あるいは連帯経済）の実践プログラム
は、もっぱら反貧困を主題としていたといっても過言ではない。それは、山
本（２００５：２９６）が引用したメキシコ先住民社会経済発展市民連合（DESMI）
のホルヘ・サンディアーゴ事務局長の「連帯経済は貧困から生まれ、貧困か
ら脱出するための希望である」という言葉が示唆するように、「１％」の富
者が支配するグローバル化した市場経済ではなく、「９９％」の多様な社会的
成員「マルチチュード」が共生、連帯することで貧困から抜け出すことを目
的とした実践である（ネグリ・ハート ２００５）。

５） もっとも、現存する回復企業のほぼすべてが労働者協同組合の形式をとっ
ているが、実態としてどれほどの企業が民主的な意思決定や平等な生活費の
分配など、その理念に即した運営を行っているかについては不明確な点が多
い。労働者協同組合の形式をとる理由として、法人税の優遇、旧経営者が残
した債務の精算、政府からの補助金など実利的な理由を挙げる企業も少なく
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なく、さらには必ずしも民主的とはいえない運営を行っている企業も存在す
るようである（Palomino ２００３：８７）。

６） 破産法第２１条１項、２項の規定により、接収が執行された場合、旧経営者
には生産手段の使用権は与えられず、その資産価値を請求する権利だけが残
る（Magnani ２００９：１１０）。また通常、破産後は管財人により倒産企業の資
産価値が見積もられ、それを基準にして競売が行われることになるが、２００２
年の破産法第１９０条の改正により、管財人管轄下で生産を継続する権利が、
当該企業での勤務実績のある労働債権者の３分の２以上の承認があれば、当
該労働者に付与されることになった。これにより、接収の認可が下りなくと
も、最大５か月間労働者による自主管理が可能となる（Magnani ２００９：１１０
―１１１）。

７） 本論に関連した重要な留意点として破産後の債権―債務関係の問題につい
て一言しておく。経営者や株主によって破産申請された後はもっぱら破産管
財人が会社の残余資産の整理の権限をもつことになり、大抵の場合、即時に
資産価値のある動産、不動産は競売にかけられ、売却金は債権者に分配され
て破産手続きは完了する。だがすでに述べたように、破産法第１９０条の改正
規定により、管財人は、労働者代表が生産の継続を申請した場合、破産手続
きが妨げられないことを条件にして、５か月間を上限に動産、不動産の貸与
と生産の継続を許可することができる。したがって、その間は競売の手続き
は停止され、その間に労働者は新たな所有者を見つけたり、接収の申請を
行ったりすることができる。もっとも、経済危機時においては経営者が経営
を放棄するなどして破産手続きが取られない場合も多く、すべての回復企業
が管財人の管理下におかれた経験をもつわけではない。

８） もちろん、組織の存続と要求の実現の可能性が飛躍的に高まったことから
みれば、それは運動の大きな成果であるといいうる。それが運動の力によっ
て果たされたのであればなおのことである。したがって、この時期の社会運
動の衰退は、所期の目的を達成したことの裏返しとみることもできる。しか
しここで強調すべきは、運動内部の要因だけで自壊したわけではなく、むし
ろ画期としては外的な要因によるところが大きかったという点である。

９） この点に関して、MNFRT は再建後、経営が安定するまで労働者に無休、
無賃で働くことを要求するという指導の特徴をもっていた（Magnani
２００９：６８）。このような指導はごく限られた期間においては有効であったと
しても、それが常態化したとすれば、「自己搾取」の構造化という批判は免
れないように思える。

１０） 詳しくは、CNCT のホームページを参照のこと。
http : //www.cnct.org.ar/（２０１５年２月４日閲覧）。
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〈Abstract〉

The Process to Symbiosis in The Recuperated
Enterprises Movement in Argentina : The Study on
Paradigm Shift to The Symbiosis from The Struggle

Meguru SUGIMURA

Argentina had experienced into the economic crisis by the failure of the

neo-liberalism economic policy in December 2001. The unemployment rate

have been over 20 percents, and the family poverty rate have been over

40 percents in Argentina. Many workers and unemployed people were

forced to survive with poverty under the very inferior social environment.

However, they took action to struggle against political and economical

authorities with arms as anger and solidarity. At that time, their slogan

had been “¡Que se vayan todos!”（it means that “They all must go out!”）．

The large-scale social protest of Argentine people have inspired various

social movements around the world. As the part of social movements, the

Recuperated Enterprises Movement（Movimiento de Empresas Recu-

peradas or MER），in which workers recover bankrupted companies or

abandoned its by employers occurred and developed.

By the way, The MER is the practice of the symbiosis economy in pro-

duction departments. I believe symbiosis economy is the economic net-

work which is based on the idea of “solidarity, participation, and coopera-

tion”. It is alternative to the economic idea of neo-liberalism. The MER was
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rebuilding companies as the workers’ collective, and change to symbiosis

and democratic management from autocratic and competitive it. This

change involved the experience of severe struggles between authorities

such as owners, judges and police over the rights of private property. It is

preferable to fighting than falling extreme poverty for workers and job-

less people even if they have risk to be arrested or be injured in its proc-

ess.

However, since Nestor Kircher who take a leftish line among Peronist

party was inaugurated as President in May 2003, the struggles against

authority remarkably decreased. He have taken approval attitude toward

the MER, and then ”The Program for Self-Managed Work”（Programa de

Trabajo Autogestionado or PTA）that is administrative aid program for

the MER and other workers’ collectives launched by Department of Em-

ployment, Labor and Social security. Moreover, the reconstructed and

managed firm by workers been legalized by the law of expropriation and

amended bankruptcy law. The expropriation is a system that the State ex-

propriate collapsed firm and paid its debt to the owner and creditors in or-

der to avoid bankruptcy of the socially useful company : It is interpreted

that all companies which employ workers have social utility. The workers

become possible running the corporation when the application of expro-

priation passed. Thus, the system of expropriation greatly influenced crea-

tion of the reconstructing scheme by the workers.

In process of the MER, the noteworthy phenomenon is paradigm shift to

the moderate cooperative movement from the radical social movement.

The latter is period in which illegally developed in quest of autonomy as

opposed to neo-liberalism between 2001 and 2002. The former is period in

which legally establish workers’ collectives within capitalism rules after

2003. In the one side, what the MER returned to ”normal capitalism” from



ラテンアメリカ研究年報 No.３５（２０１５年） 105

radicalism that aim at change of social system means compromise of the

movement, but in the other side, the return means that symbiotic and

democratic management started. While recovered enterprises is difficult

to survive in the market economy, they make an effort to cooperate with

traditional workers’ collective organizations, and to receive various formal

support from the State such as the PTA, it is possible for them to continue

to manage a business.
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